


新型コロナウイルス感染症対策に係る企業向け県支援策について 
 

 
令和 2 年 4 月 8 日 
商 工 労 働 部 

 
新型コロナウイルス感染症の経済的な影響が県内にも拡大していることから、国の新型コロナウイル

ス感染症に関する緊急対策を踏まえつつ、県における支援策を以下のとおり実施している。 
 

１ 資金繰り支援（制度融資の無利子化）  

発動中の地域経済変動対策資金（国際経済変動対策枠（新型肺炎により売上高△５％等の影響、５
年間融資利率 0.7%、無保証料））について、企業の資金繰りのさらなる支援のため、令和 2 年 2 月 14
日以降（発動日以降）の利子負担を市町村と協調して実質的に無利子化。 
［対 象］売上げ 15％以上減少した中小企業者等(国無利子要件は小規模事業者△15％、中規模事業者△20％) 
［限度額］2.8 億円（国は、中小企業１億円、個人事業者 3,000 万円） [期間]3 年（国 3 年） 

 

２ サプライチェーン支援(ソフト･ハード支援) 

① サプライチェーンの再構築支援（ソフト支援） 
サプライチェーンの再構築を目指す県内企業による調査等の経費について新型コロナウイルス
対策の場合「戦略的海外展開構築支援事業費補助金」の上限額拡大（150 万円→200 万円）。 

② サプライチェーンの再構築のための設備投資支援（ハード支援） 
新型コロナウィルス対策等として国内回帰、内製化等を⾏う企業に対して「産業成⻑応援補助
金」の大型投資（一般投資支援）の加算（＋５％）対象を拡大する。 

 

３ 学校等の臨時休業に伴い影響を受ける個人事業主支援  

「新型コロナウイルス感染症による小学校休業等に対応する保護者支援補助金」の創設 

個人事業主（フリーランス等）で、業務委託契約等がなく国制度の要件対象外であり、学校休業で
休業せざるを得ない個人事業主に対して支援。※同様の国支援（日額 4,100 円）との併用不可 
［対象者］個人事業主(フリーランス等)で以下の条件を満たす者 

① 令和 2 年 2 月 27 日以降の学校等の臨時休業によって休業せざるを得ない小学校等の児童の保護者等 
② 国支援条件（業務委託契約等に基づく業務遂⾏に対して報酬が支払われており、発注者から一定の指定を

受けている等）に当てはまらない者 
［助成額］日額 4,100 円／人×適用日［適用日］R2.2.27〜3.31 の間[小学校等の臨時休業期間]に休業した日） 
 【参考】国助成にて、臨時休校等に伴い、労働基準法上の年次有給休暇とは別に有給休暇を取得させた企業に対する

助成金あり。 [助成内容]休暇中の賃金相当額×10/10(1 日 1 人当たり上限 8,330 円) 
 
４ 誘客支援 

宿泊・周遊をともなう県外からのバスツアー造成に対する支援である「『ぐるっと山陰』誘客促進事
業」の支援対象を拡充。 

[対 象]バス 1 台あたり 5 名以上（←20 名以上）のツアー造成を対象。 
[補助額]宿泊あり：バス 1 台あたり 60 千円×泊数（←30 千円） 

宿泊なし：バス 1 台あたり 30 千円（←15 千円） 



 
５ テレワーク促進  

 「鳥取県テレワーク導入促進補助金」の創設 

感染拡大防止、新たな働き方の定着のためテレワーク導入に向けた環境整備に取り組む企業を支援
する国助成金事業「時間外労働等改善助成金〈テレワークコース〉」の県内交付決定企業に対して県が
上乗せ補助する。 

 ［対象者］県内に事業所を有する中小企業者のうち、国助成金「時間外労働等改善助成金〈テレワー
クコース〉」を活用する者。 

 ［補助金額］①または②のいずれか低い額。 
① 国助成金「時間外労働等改善助成金〈テレワークコース〉」の総事業費に 6 分の１を乗じて得た額 
② 300 千円 

※ 国助成金事業「時間外労働等改善助成金〈テレワークコース〉」 
［対象事業主］新型コロナウイルス感染症対策としてテレワークを新規導入する中小企業事業主 
［助成対象の取組］テレワーク用通信機器の導入・運用等 ［実施期間］令和 2 年 2 月 17 日〜5 月 31 日 
［支給額］補助率１／２ 一企業当たりの上限額：1,000 千円 

 
６ 企業の採用活動支援  

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、来春の新卒採用に向けた合同企業説明会等が軒並み中
止されたことを踏まえ、県内企業の採用活動について以下のとおり支援を実施する。 
① 「新卒採用に係る中小企業情報発信緊急支援事業補助金」の創設  

県内中小企業が大手就活サイト活用による情報発信や WEB 企業説明会（自社 HP 掲載含む）の
実施に要した経費の一部を補助。 
［補助率等］１／２、上限４０万円［補助対象］２月 20 日〜６月末に掲載した場合（遡及適用） 

② 「新型コロナウイルス感染拡大に伴う就活緊急相談窓口」の設置 

就活生やその保護者等を個別にサポート(相談対応)する窓口を(公財)ふるさと鳥取県定住機構に
設置（本所、米子、東京、大阪）［期 間］３月 12 日〜（月〜金、⼟日祝日除く） 

 

７ 県内３か所で中小企業向けワンストップ相談窓口の共同開設（東中西 各１カ所） 

企業の相談に身近なところで迅速かつ的確に対応するため商工団体（商工会議所等）、信用保証協
会、県が連携し相談にワンストップで対応できる窓口を共同開設（駐在）した。⼟日の県庁での相談
体制も強化し整備し、きめ細かな支援体制を整備した。 
［開設場所］鳥取、倉吉、米子の各商工会議所ビル内 ［期間］３月 13 日(金)開設 月〜金、⼟日祝日除く 

※休日（⼟日祝）対応：県庁商工労働部にて電話・面談で対応 

 
















